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本
の
公
債
残
高
は
２
０
１
９

年
度
に
８
９
７
兆
円
に
達
す

る
見
込
み
だ
。
国
の
一
般
会

計
税
収
（
約
62
兆
円
）
の
14
年
分
だ
。

19
年
度
に
お
け
る
国
の
一
般
会
計
（
予

算
案
ベ
ー
ス
）
も
約
１
０
１
兆
円
と
税

収
を
は
る
か
に
上
回
っ
て
お
り
、
国
債

発
行
な
し
に
は
財
政
運
営
は
回
ら
な
く

な
っ
て
い
る
。

　
そ
れ
で
も
、
日
本
の
財
政
が
破
綻
せ

ず
に
済
ん
で
き
た
の
は
、
国
債
の
大
部

分
が
国
内
で
消
化
で
き
て
い
る
た
め
だ
。

日
本
銀
行
の
「
資
金
循
環
統
計
」
に
よ

れ
ば
、
日
本
国
債
の
海
外
保
有
率
は
約

６
％
し
か
な
い
。
海
外
の
投
資
家
が
日

本
国
債
を
売
り
浴
び
せ
た
と
し
て
も
イ

ン
パ
ク
ト
は
小
さ
い
上
、
日
本
は
経
常

黒
字
で
対
外
純
資
産
も
黒
字
の
た
め
、

ギ
リ
シ
ャ
の
よ
う
な
経
済
危
機
に
は
つ

な
が
ら
な
い
。

　
で
は
、
国
債
の
国
内
消
化
に
い
ず
れ

限
界
は
こ
な
い
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
問

題
は
経
常
収
支
と
い
っ
た
フ
ロ
ー
変
数

で
の
議
論
が
多
い
が
、
ス
ト
ッ
ク
変
数

と
の
関
係
も
重
要
で
、
そ
の
視
点
で
は

「
資
金
循
環
統
計
」
に
一
つ
の
ヒ
ン
ト

が
あ
る
。
こ
れ
は
、
一
般
政
府
、
企
業
、

家
計
、
海
外
な
ど
の
各
部
門
の
金
融
資

産
と
負
債
の
時
系
列
デ
ー
タ
だ
。
各
部

門
の
金
融
資
産
と
負
債
の
合
計
額
は
一

致
し
、
そ
の
関
係
か
ら
、
国
債
を
国
内

で
消
化
す
る
場
合
、
一
定
の
仮
定
の
下
、

一
般
政
府
部
門
の
負
債
は
、
家
計
の
金

融
純
資
産
（
金
融
総
資
産
か
ら
住
宅
ロ

ー
ン
等
の
負
債
を
除
い
た
も
の
）
を
超

え
て
ま
で
膨
張
は
で
き
な
い
。

　
そ
こ
で
、
家
計
の
金
融
純
資
産
を
事

実
上
の
上
限
と
し
て
、
一
般
政
府
総
債

務
と
の
差
を
時
系
列
で
確
認
し
て
み
た
。

１
９
９
０
年
度
に
は
３
８
１
兆
円
あ
っ

た
の
が
、
17
年
度
で
は
２
２
６
兆
円
に

ま
で
縮
小
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
27
年

間
で
１
５
５
兆
円
も
縮
小
し
て
お
り
、

年
間
平
均
約
６
兆
円
の
ス
ピ
ー
ド
で
縮

小
し
て
い
る
。
現
状
の
勢
い
が
続
く
場

合
、
55
年
度
に
は
ゼ
ロ
に
な
る
。

　
冒
頭
で
紹
介
し
た
多
額
の
公
債
残
高

を
思
い
起
こ
し
て
い
た
だ
き
た
い
。
長

期
金
利
が
１
％
上
昇
す
れ
ば
、
そ
の
利

払
い
費
は
約
９
兆
円
増
加
す
る
。
そ
の

結
果
、
財
政
赤
字
が
９
兆
円
増
え
る
と
、

年
間
６
兆
円
の
縮
小
ス
ピ
ー
ド
が
年
間

15
兆
円
に
加
速
す
る
。
そ
の
場
合
、
32

年
度
に
ゼ
ロ
水
準
に
達
し
て
し
ま
う
。

　
社
会
保
障
費
が
増
加
す
れ
ば
財
政
赤

字
は
さ
ら
に
拡
大
す
る
。
さ
ま
ざ
ま
な

シ
ナ
リ
オ
を
想
定
し
、
財
政
・
社
会
保

障
の
改
革
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
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